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研 究 論 文

１．序論

本研究では，送電ネットワークを考慮した電源運用モデ

ルを開発し，全国広域運用を想定して送電ネットワークが

電源運用，発電コストおよびCO2排出量に及ぼす影響を明

らかにする．さらに，経済的な電源運用とCO2排出量の削

減を両立させるための将来シナリオを策定することを目的

とする．

現在，電力会社の供給区域ごとに最適な系統運用と発電

所の運用が行われているが，電力市場の完全自由化を目前

にして，いっそう経済的な電源運用が求められている．ま

た，2002年度の電力部門のCO2排出量は110.1Mt-C1）と，日

本全体のCO2排出量（317.9Mt-C）の約35％を占めており，地

球温暖化対策としてCO2排出量の削減も求められている．

全国規模の電源運用と経済性は，Ramosら2）やMinematsu3）

などが検討している．Ramosらは電力自由化を想定した電

力市場の均衡価格を，シミュレーションモデルによって検

討した．Minematsuは，電力市場を導入することによる原子

力発電の競争力の変化を検討している．また，米谷ら4）は，

電力取引市場のシミュレーションに基づいて電力価格の変

化を検討している．しかし，これらの研究は対象地域の電

力需要を単一電力需要として取り扱い，地域内や地域間の

送電ネットワークはほとんど考慮していない．

Cardellら5）やVisakhaら6）は，送電ネットワークを考慮し

た電源運用を検討している．Chenら7）は，日本の送電網の

整備とその特性評価のためのモデルを提案している．岡田

ら8）は，６母線11系統のシステムを対象としてノーダルプ

ライスに基づいた電力託送料金を検討した．栗原ら9）は，電

気学会EAST30機系統を対象として，発電事業者の新規参

入による発電コストと供給信頼度の変化について検討して

いる．しかし，これらは，IEEE-6busシステムのような系統

の安定度の検証のためのネットワークを対象としており，

全国規模の送電ネットワークを対象として電源運用を検討

できるモデルはほとんど提案されていない．

そこで，本研究では発電所ごとの熱効率や負荷追従率，

全国規模の送電ネットワークを考慮したシミュレーション

モデルを開発し，全国広域運用を想定して，日本全体の発

電所の運用コスト最小化のもとで発電量や発電コスト，CO2

排出量の変化を検討する．

２．解析方法

2.1 シミュレーションモデルの特徴

図１に，本研究で作成したシミュレーションモデルの概

要を示す．モデルでは，全国を都道府県単位で60地域に分

割する．各地域には，地域全体の電力需要を表す電力需要
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ノードと複数の発電ノードを設けた．これらのノードは，

実際の送電系統10）に基づいて連結されている．

発電ノードは，原子力，石炭火力，石油火力，ガスボイ

ラー，ガスコンバインド，一般水力，揚水式水力の８種類

からなる．発電所のコストは，建設費，運転維持費，燃料

費を考慮し，発電所の種類ごとに全国平均を用いる（表１）．

たとえば，宮城県では１電力需要ノードと３発電ノード

を設ける．電力需要ノードは，県庁所在地である仙台に位

置し，宮城県内の全電力需要を表す．１つめの発電ノード

は，仙台近郊の海岸部に位置し，石炭火力発電所，石油火

力発電所，ガスボイラーを表す．２つめの発電ノードは女

川町に位置し，原子力発電所を表す．３つめの発電ノード

は山間部に位置し，一般水力を表す．発電ノードは県内の

電力需要ノードと連結され，電力需要ノードは隣接する県

外の電力需要ノードと送電線を通して連結されている．

電力需要ノードでは，2002年度の都道府県ごとの実績値11）

に基づいて１時間ごとに電力需要を設定した．電力需要の

変動は日負荷曲線を用いて表現する．日負荷曲線は，１年

間の電力需要変動を季節に基づいて７パターンに分類して

表した（表２）．本研究では，地域の差異を考慮せず，す

べての需要ノードにて同様の日負荷曲線を用いた．

2.2 目的関数

解析では，新規電源の建設は考慮せずに，2002年度の既

設備を対象として，電力需要を満たすための設備運用に着

目する．

既設備の効率的な運用を検討するため，燃料費の変化に

着目して以下の目的関数を設定した．TCは，年間の総燃料

費，FC（P, T, R）は発電ノードの燃料費，O（P, T, R）は発電

ノードの出力，Pは需要パターン，Tは時間，Rは地域を表す．

……………（1）

解析では，代表的な線形計画法であるシンプレックス法

を用いて各発電ノードにおける１時間ごとの出力を求めた．

2.3 制約条件

（1）需給バランス

本研究では，揚水式発電所の所要電力も，地域の電力需

要と見なして，以下の需給バランスの制約条件を設定した．

D（P, T, R）は電力需要ノードの１時間ごとの電力需要，

SPUMP（P, T, R）は，その地域にある揚水式発電所を表す発電

ノードへの送電量を示す．

…（2）

（2）発電量の時間変化

発電ノードでは，発電所の種類ごとに１時間あたりの出

出典：電気事業連合会11），EDMC1），and EIA12）

表１ 発電別のコストおよび性能データ

出典：電気事業連合会13），高橋14）

表２ 電力需要パターンの想定

図１ シミュレーションモデルの概要

出典：高橋14）

表３ 各発電所の負荷追従率

minTC＝　　（FC（P, T, R）・O（P, T, R）） Σ 
P, T, R

O（P, T, R）＝　　D（P, T, R）＋　　SPUMP（P, T, R） Σ 
R

Σ 
R

Σ 
R
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力変動量に制限を設けた．制約条件は，実際の値に基づい

て以下の式にて設定した．FLO（R）は出力変動率の下限値，

FUP（P）は出力変動率の上限値である（表３）．

…………（3）

（3）送電容量

電力会社の異なる２つの需要ノード間の送電線（連系線）

には，実際の送電容量に基づいて以下のような制約条件を

設定した．ここで，TRANS（P, T, R1, R2）はシミュレーショ

ンによって求めた送電量であり，TRUP（R1, R2）は送電容量

である．送電容量は実際の値に基づいて設定する（図２）．

TRANS（P, T, R1, R2） TRUP（R1, R2）…………………（4）

電力需要ノード間の送電線では，送電距離に応じて送電

損失が生じるとした．送配電損失率は送電端から需要端の

間にて平均５％11）と見積もられている．本研究では，送電

容量のばらつきを考慮して，平均的な送電損失率を100km

あたり１％と仮定した．また，直交変換設備や周波数変換

設備の損失率は，実際の振替損失率15）に基づいて設定した．

３．結果および考察

3.1 解析シナリオ

全国規模の電源運用を想定して，現実の送電ネットワー

クを考慮しないシナリオと，考慮したシナリオの２種類を

設定して解析を行った．

（a）無制約シナリオ

無制約シナリオ（Unlimited）では，現実の送電ネットワ

ークを考慮しない．送電線の送電容量は無制限として，送

電ロスはないと仮定する．各発電ノードでは（1）式にした

がって，電力需要ノードの需要を満たしつつ，年間燃料コ

ストの総和が最小となるように発電量が定められる．

（b）送電制約シナリオ

送電制約シナリオ（Business As Usual, BAU）では，現

実の送電ネットワークを考慮して，送電線では送電ロスが

あると仮定する．本シナリオは，実際の運用形態にもっと

も近いシナリオである．本研究では，全国規模の電源運用

を想定しているが，実際は電力会社ごとに運用が行われて

いる点が異なる．各発電ノードでは，電力需要を満たしつ

つ，年間燃料コストが最小となるように出力が定められる

（（1）式）．

3.2 年間発電量の変化

はじめに，無制約シナリオ（Unlimited）と送電制約シナ

リオ（BAU）の年間発電量の解析結果を図３に比較して示

す．

無制約シナリオ（Unlimited）では，原子力発電所の年間

発電量は310TWh，石炭火力発電所は190TWhとなり，そ

れぞれ年間総発電量の37.5％と22.6％を占める．送電ネット

ワークを考慮することによって，原子力発電の年間発電量

は270TWh，石炭火力発電の年間発電量は125TWhへと低

下する．ガスコンバインド火力発電所の年間発電量は，無

制約シナリオの80TWhから，送電制約シナリオでは150TWh

とおよそ２倍に増加する．同様に，石油火力発電の年間発

電量も，無制約シナリオの１TWhから送電制約シナリオ

では80TWhと大幅に増加する．

送電制約のない場合には，原子力発電所と石炭火力発電

所は，他の電源と比べて燃料費がどちらも安価（1.51円/kWh，

2.50円/kWh）である．年間燃料コストを最小化するために

は，これらの電源がベースロードとなる．また，ガスボイ

ラーおよびガスコンバインドはミドルロードとピークロー

ドとして稼働する．ガスボイラーは，ガスコンバインドと

比べて燃料費は高い．しかし，負荷追従性能が優れている

ために，ガスボイラーの年間発電量（135TWh）はガスコン

バインド（80TWh）よりも大きい．石油火力発電所は，燃

料費がもっとも高いため，稼働率は高くない．

送電ネットワークを考慮した場合には，電力会社間の連

系線にてボトルネックが生じるために，電源運用は大きく

変化する．送電制約シナリオにて得られた，電力会社間の

最大送電量を図４に示す．電力潮流は，東京電力から北海

道電力へ向かう潮流と，中部電力から北陸電力および四国

電力へ向かう潮流の２つがある．中国電力および九州電力

は，自社の発電所にて域内の電力需要をまかなっている．

図２ 全国の連系線および送電容量

図３ 各シナリオの年間発電量

1＋FLO（P） 1＋FUP（P） 
O（P, T, R） 

O（P, T －1, R） 
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また，送電容量の上限値（図２）と比較すると，北本連

系線（北海道電力，東北電力），東北・東京間連系線（東

北電力，東京電力），南福光BTB（中部電力，北陸電力）

および阿南紀北直流幹線（関西電力，四国電力）の４箇所

の連系線にて，送電量が送電容量上限まで達していて，ボ

トルネックとなっていることがわかる．

原子力発電所は，燃料費は安価であるが負荷追従性能に

乏しいために，経済的な電源運用のためには常に定格出力

にて運用することが望ましい．原子力発電所を稼働率最大

で運用すると，オフピーク時に発電量が域内電力需要を越

える地域がある．送電制約がない場合には，余剰電力の一

部を揚水式水力発電所にて貯蔵して，残りを他地域へすべ

て送電することができて，系統全体の需給バランスを保つ

ことができる．反対に，送電制約がある場合には，連系線

がボトルネックとなって，すべての余剰電力を隣接地域に

送電することが難しくなる．余剰電力の抑制には，域内の

発電所にて発電量を電力需要に合わせて変動させることが

有効である．原子力発電所は負荷追従性能が低く，余剰電

力を抑制するために稼働率が低下する．ガスコンバインド

発電所などは，燃料費が高いものの負荷追従性能に優れて

いるために，発電量は増加する．

北陸電力や四国電力のように，揚水式水力の設備容量が

少なく，隣接する電力会社の余剰電力を受け入れている地

域では，隣接地域からの送電量に合わせて域内の発電所の

発電量を変化させる必要がある．このような地域では，春

秋期などの需要が低い期間には隣接地域も含めた系統全体

の需給バランスを保つために，負荷追従性能の低い原子力

発電所を定格出力以下で運転して，ガス火力発電所などの

負荷追従性能に優れた発電所が優先して運用される．

石炭火力発電所は，燃料費は安いが，負荷追従性能は高

くないために，おもにベースロードとして用いられる．石

炭火力の多くは，電力需要地から離れて立地していて，原

子力発電所よりも遠方の発電所もある．送電制約がある場

合には，原子力発電所が優先して運用されるために，石炭

火力発電所の発電量が低下する．

ガス火力発電所（ガスボイラーおよびガスコンバインド）

は，原子力発電所や石炭火力発電所と比較して燃料コスト

は高いものの，熱効率と負荷追従性能に優れている．加え

て，ほとんどの発電所が東京，名古屋，大阪に近接してい

る．そのため，ガス火力発電所はおもに都市部の電力需要

変動に追従して供給する．

最後に，解析結果を2002年度の実績値と比較すると，送

電制約を考慮することによって，実績値と同様の結果が得

られることがわかる．本研究では全国平均仕様値を用いて

いて，熱効率の違いに基づく発電コストの差異を考慮して

いない．また，発電所の建設年度を考慮しておらず，設備

の老朽化に伴う運転維持費の増加を解析結果に反映させて

いない．そのため，実績値と送電制約シナリオとの間に差

異が生じているものと考えられる．

3.3 発電コストおよびCO2排出量の変化

まず，発電コストについて考える．無制約シナリオ

（Unlimited）と送電制約シナリオ（BAU）の年間総発電コ

ストを表４に示す．総発電コストには，設備費，運転維持

費，燃料費が含まれる．また，設備費は利子率を５％とし

て定額法にて減価償却し，償却年数は16年（水力発電所は

40年）とした．

送電制約によって，年間総発電コストは0.7兆円増加する

ことがわかった．これは，原子力発電所と石炭火力発電所

の年間発電コストはそれぞれ0.1兆円，0.2兆円減少するも

のの，石油火力発電所とガスコンバインドの年間発電コス

トがいずれも0.6兆円増加するためである．

つぎに，CO2排出量について考える．送電制約を考慮し

た場合の年間CO2排出量の変化を表５に示す．無制約シナ

リオでは，電力部門のCO2排出量は103.6Mt-Cとなる．送電

制約を考慮すると，おもに石炭火力発電所の発電量が低下

して，CO2排出量は100.1Mt-Cに低下する．

図４ 各連系線の最大送電量（送電制約シナリオ）

表５ CO2排出量の変化（Mt-C）

表４ 年間総発電コストの比較（兆円）
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無制約シナリオでは，石炭火力発電所のCO2排出量が

77.6Mt-Cとなり，CO2排出量全体の75％を占める．2002年

度の日本全体のCO2排出量（317.9Mt-C1））と比べると24％

に相当する．反対に，送電制約シナリオでは，石油火力発

電所およびガスコンバインド発電所のCO2排出量がそれぞ

れ16.4Mt-C，8.4Mt-C増加するものの，石炭火力発電所の

CO2排出量が77.6Mt-Cから51.3Mt-Cへと大幅に減少するた

めに，CO2排出量全体では3.5Mt-Cほど減少する．

４．CO2排出量の抑制に向けた原子力重視シナリオ

原子力発電所は，火力発電所と比較して燃料費が安く，

発電時にCO2を排出しない．そのため，発電部門のCO2排

出量を削減するためには，原子力発電の活用が有効なオプ

ションのひとつと考えられている16）．そこで，原子力発電

所の稼働率が向上した状態を想定して，電源運用やCO2排

出量の変化を検討する．さらに，送電容量を変化させて，

原子力発電所の稼働率が最大となるための送電容量につい

ても検討する．

4.1 年間発電量，発電コスト，CO2排出量の変化

送電制約シナリオ（BAU）および原子力重視シナリオ

（Nuclear）の年間発電量を図５に比較して示す．原子力

重視シナリオでは，原子力発電所の発電量はBAUケース

（270TWh）と比べて増加して，390TWhとなる．稼働率は

設備利用率上限の78.1％となる．石炭火力発電所，ガスボイ

ラー，石油火力発電所の発電量は基本ケースよりも減少す

る．ガスコンバインドは，他の火力発電所と比べて熱効率

や負荷追従性能に優れているために，原子力重視シナリオ

にても発電量は変化しない．

原子力重視シナリオの発電コストは，年間8.53兆円とな

る．これは，送電制約シナリオ（8.52兆円）と比べて10億

円の増加となる．また，CO2排出量は，送電制約シナリオの

100Mt-Cから，75Mt-Cまで大きく減少する．これは，おも

に原子力発電所の稼働率が増加することによって，石炭火

力発電所の発電量が低下したためである．

4.2 原子力発電所の稼働率向上のための最適送電容量

図６に，原子力重視シナリオにて得られた最大送電量を

示す．電力潮流は，中部電力から北海道電力および北陸電

力へ向かう潮流と，関西電力から四国電力，中国電力から

四国電力の３つに大きく分けられる．BAUシナリオ（図４）

と比較すると，北海道電力から東北電力への送電量と，中

部電力から東京電力，中国電力から四国電力の３箇所の連

系線の送電量が大きく増加して，中部電力から関西電力へ

の送電量が減少する．

解析結果から得られた最適送電容量を表６に示す．東日

本では，連系線の送電容量を大きく増加させる必要がある

が，西日本地域の送電容量はほとんど変化しない．これは，

おもに中部電力からの潮流の方向が変化したためである．

BAUケースでは，中部電力・東京電力間（周波数変換設備）

ならびに中部電力・北陸電力間（南福光BTB）はいずれも，

送電量が送電容量の上限まで達していて，余剰電力の大部

図６ 各連系線の最大送電量（原子力重視シナリオ）

図５ 原子力重視シナリオでの年間発電構成

表６ 原子力重視シナリオでの送電容量および送電線建設費

＊周波数変換設備（新清水，佐久間）の合計値
＊＊定額法（利子率５％，償却年数16年）にて減価償却した値．
Ａ）新エネルギー部会資料17）より算定．
Ｂ）東京電力葛野川線の実績値18）より算定．
Ｃ）新潟新報19）より算定．
Ｄ）Iowa Department of Natural Resources20）より算定．
Ｅ）送電電圧を±50kVに上昇させることによって確保できるために，追加投資は不要21）．
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分は関西電力へ送電している．関西電力では，中部電力の

余剰電力に加えて，自社の余剰電力を北陸電力および四国

電力へ送電する．反対に，原子力重視シナリオでは，送電

容量を増加させることによって余剰電力を東京電力ならび

に北陸電力に送電できるようになる．関西電力では自社の

余剰電力のみを送電するために，西日本地域では送電容量

に余裕ができたと考えられる．

現在の電力系統では，おもに同周波数の地域内で電力融

通などの広域運用が行われている．解析の結果から，東日

本地域（北海道電力，東北電力，東京電力）に加えて，中

部電力と北陸電力を含めて系統を運用することによって，

原子力発電所の稼働率を増加させて，CO2排出量を削減で

きることが明らかとなった．

4.3 CO2排出量削減の費用対効果とエネルギーセキュリティ

費用対効果の観点から，図７に，解析から得られた各シ

ナリオの年間発電コストとCO2排出量の関係を示す．原子

力発電所の稼働率を向上させることによって，発電コスト

は8.52兆円から8.53兆円に増加するものの，CO2排出量は

100.3Mt-Cから74.5Mt-Cに減少する．送電線の建設コスト

を考慮すると，発電コストは8.53兆円から8.56兆円に増加

して，335億円の負担増加となる．送電線の新規建設による

CO2排出量の削減単価は1,340円/t-Cとなる．火力発電所の

稼働率を引き上げてCO2排出量を削減する場合と比較する．

石炭火力発電所の稼働率を低下させてガスコンバインドの

稼働率を上昇させた場合のCO2排出量の削減単価は16,000

円/t-C22），石炭火力発電所からガスボイラー火力発電所へ

の設備変更では28,000円/t-C22）と試算されている．送電線

の建設コストを考慮しても原子力重視シナリオの方が優れ

ている．

使用済み燃料の処理コスト（0.35円/kWh23））を考慮する

と，送電制約シナリオでは年間発電コストは8.52兆円から

8.60兆円に増加する．原子力重視シナリオでは，年間発電

コストは8.53兆円から8.65兆円に増加して，500億円の負担

増加となる．使用済み燃料の処理費も含めた場合にはCO2

排出量の削減単価は6,900円/t-Cと大きく増加する．

最後に，エネルギーセキュリティの評価指標のひとつで

あるハーフィンダール指数24）を用いて，本研究で設定した

シナリオを評価する．一般に，ハーフィンダール指数が小

さいほどエネルギー源の多様化が進み，エネルギーセキュ

リティは高いと考えることができる．各シナリオのハーフ

ィンダール指数は，送電制約シナリオでは0.26，原子力重

視シナリオでは0.31となり，送電制約シナリオの方がエネ

ルギー源の多様化が進んでいることがわかる．

また，エネルギーセキュリティの評価には，供給国の政

情安定性などを反映したカントリーリスクも影響する．カ

ントリーリスクとは，海外投資や貿易に関して，相手国の

政策変更，政治・社会・経済環境の変化により債務の返済，

投融資の回収が不能となるような危険を表す指標であり，

リスクが高い国ほど値が小さくなる．2002年度の輸入国お

よび輸入量25）に基づいて，カントリーリスクを以下の式に

て求める．ここで，Risk iは，輸入相手国のカントリーリス

ク26），Quantityiは輸入量，Total quantityは，総輸入量である．

…………………………（5）

送電制約シナリオのカントリーリスクは6.9，原子力重視シ

ナリオでは7.0となり，原子力重視シナリオの方がリスクが

若干低くなる．

５．結論

本研究では，送電系統を考慮した電源運用モデルを開発

し，全国広域運用を想定して送電制約が年間発電構成と総

発電コストおよびCO2排出量に及ぼす影響を評価した．ま

た原子力発電所の稼働率が向上した状態を想定して解析を

行い，経済的な電源運用とCO2排出量の抑制を両立させる

ための将来シナリオを検討した．

本研究では，全国規模の電源運用を想定して，発電設備

ごとに全国平均値を用いて解析を行い，以下のことが明ら

かとなった．

（1）送電ネットワークの影響

・送電ネットワークを考慮しない場合には，燃料費が安価

な原子力発電所および石炭火力発電所によって，年間総

発電量60％がまかなわれる．

・送電ネットワークを考慮すると，原子力発電所と石炭火

力発電所の発電量が大幅に減少して，石油火力発電所と

ガスコンバインドの発電量が大きく増加する．

・ガスボイラーおよび水力発電所の発電量は送電ネットワ

ークには影響されない．

・送電ネットワークを考慮すると，年間総発電コストは7.80

兆円から8.52兆円に増加する．反対に，CO2排出量は，

103.6Mt-Cから100.1Mt-Cに減少する．図７ 年間総発電コストおよびCO2排出量の変化

Riski＝ Σ （Riski×Quantityi） 
Total quantity
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（2）原子力発電所を活用した，経済性とCO2排出量抑制を

両立した運用

・原子力発電所の稼働率を上げるためには，東日本の電力

会社間の送電容量を増加させることが必要である．

・原子力発電所の稼働率を上げることによって，発電コス

トは8.52兆円から8.53兆円へと10億円増加するが，CO2

排出量は100.3Mt-Cから74.5Mt-Cに減少する．

・送電線の建設費を考慮しても，費用対効果は1,340円/t-C

となって，火力発電所の稼働率の向上よりも安価にCO2

排出量削減を進めることができる．

・ハーフィンダール指数から見ると．原子力重視シナリオ

は，送電制約シナリオよりもエネルギーセキュリティは

低下する．

・カントリーリスクの観点からは，原子力発電所の稼働率

を向上させることによって，エネルギーセキュリティは

向上する．

解析の結果，複数の電力会社が協調して発電所の広域運

用を進めることによって，発電コストを抑制できるだけで

はなく，CO2排出量の削減も可能であることが明らかとな

った．現在の電力部門の地球温暖化対策は，天然ガス利用

の推進と原子力発電所の新規建設にとどまっていて16），大

規模な投資と長期の準備期間が必要とされる．連系線の新

規建設や複数の電力会社をまたがる協調運用の促進は，発

電所の新規建設と比べて短期間で実現可能であり，投資額

も低く，費用対効果が高くなる．将来の電力部門のCO2排

出量抑制対策としては，CO2排出量の少ない電源への転換

だけではなく，広域的な観点からの既設備運用の促進も，

有効な方策のひとつである．
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